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1
働き方改革の切り札：テレワーク

在宅勤務サテライト
オフィス勤務

※テレワーク：「tele＝離れたところで」と「work＝働く」を合わせた言葉

所属オフィス

モバイル勤務

ICTを利用し、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方



2最近の動き、テレワークの変化

 福利厚生的な使われ方
 育児・介護者限定

 経営戦略としてのテレワーク
 全社員が活用

 在宅勤務が多かった
 モバイルワークの浸透
 サテライトオフィスの積極活用
 ワーケーションなどの形態

 企業独自、支店的な
サテライトオフィス

 複数企業での共同利用など
コワーキングスペースの増加

 地域のサテライトオフィス活用
都市部から地域への企業誘致

 現場・接客部門では導入
ができなかった

 業務工程のICT化、タブレット
導入など現場での業務効率化

 今後５G、４K8Kなどの活用
によりテレワークの進化が期待

制度のあり方

テレワークの類型

導入部署

サテライトオフィスのあり方



3
介護と就労の両立の必要性

 介護を機に離職した理由として、「仕事と介護の両立が難しい職場だった」が1位。
 就労者で、今後5年間のうちに介護が必要になる可能性は4割を超える。
⇒ 介護との両立ができる職場環境が重要。

（出典）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社
「仕事と介護の両立に関する労働者アンケート調査」
（平成24年度厚生労働省委託調査）結果概要

現在、介護等が必要な親がいない就労者
の今後5年間のうちに親の介護等が必要
になる可能姓

（出典）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社
「仕事と介護の両立に関する労働者アンケート調査」
（平成24年度厚生労働省委託調査）結果概要より厚労省
雇用均等・児童家庭局作成



4就職希望者の働き方へのニーズ

2019年卒 マイナビ大学生就職意識調査
（2018年5月１日公表）抜粋

Ｑ あなたの「就職観」に最も近いものは
どれですか？

１位 楽しく働きたい 33.3％

２位 個人の生活と仕事を両立
させたい 24.2％

３位 人のためになる仕事をしたい 15.0％

４位 自分の夢のために働きたい 11.6％

５位 社会に貢献したい 5.7％

６位 プライドのもてる仕事をしたい
5.6％

７位 収入さえあればよい 3.6％

日経ＨＲ社 「働き方改革」に関する意識調査
（2018年8月24日公表）抜粋

Ｑ 転職活動で応募する企業を選ぶとき
転職志望度が上がる制度は？（複数回答）
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※労働生産性＝（営業利益＋人件費＋減価償却費）÷従業者数

万円

万円

（出典）平成28年通信利用動向調査
（H29.6.8 総務省公表）

テレワークと生産性向上



66
労働生産性の国際比較

・2017年の就業者１人当たり日本の労働生産性は、84,027ドル(837万円／購買力平価(PPP)換算)
・順位はOECD加盟35カ国中21位。主要先進７カ国の中では最下位

（出典）公益財団法人日本生産性本部 「労働生産性の国際比較 2018 年版」
※購買力平価（ＰＰＰ）はＯＥＣＤや世界銀行で発表されており、ＯＥＣＤの2017年
の円ドル換算レ－トは1ドル=99.594円
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77
テレワークがもたらす効果

 テレワークを積極化している企業の６割以上で労働時間が減少。(※1)

（働き方の見直しを積極的に行っていない場合、労働時間が減少した企業割合は20％程度にとどまる。(※2)）
 労働生産性の伸び率では、テレワーク単体及びテレワークと組み合わせた組み合わせを

行った企業で13～18％程度の生産性が向上している。(※3)
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(１)柔軟な働き方・WLBの取組内容別にみた
労働時間が減少した企業の割合
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(２)柔軟な働き方・WLBの取組が労働生産性に与える効果
（2012年度～16年度における労働生産性伸び率の差）

（％） （％）

出典：平成30年度 年次経済財政報告（内閣府）より総務省作成

＊

＊
＊＊

（備考）１．（１）（２）とも内閣府（2018）「働き方・教育訓練等に関する企業の意識調査」により作成。
２．（２）の＊＊、＊印はそれぞれ5％、10％水準で有意であることを示す。
３．（２）の労働生産性とは付加価値額を正社員数で除した値。
４．（１）（２）とも「わからない・不明」や「わからない」を除いて集計している。

※１

※２

※３



8経営課題、社会課題を解決するテレワーク

生産性向上
労働時間削減業務効率改善

外部環境変化への対応

企業文化刷新グローバル化対応

人材確保
採用強化離職防止

企業の経営課題 主な社会課題

人口減少、少子高齢化

労働力人口確保

経済成長の低下

生産性の向上

地域の疲弊

地方創生

一億総活躍

持続的成長

テレワーク
（＋業務改革、オフィス改革etc.)

BCP対応

業務継続対応
インフルエンザ・パンデミック
台風・大雪等運休
2020東京大会時交通麻痺

育児との両立
介護離職増加

中小企業での
人材不足が顕著

合併対応地方創生

新産業の創出
イノベーション創出 国際競争力強化

社員の自律性、チーム力向上時差のある海外やりとり
在宅で可能

業務効率化・付加価
値向上・人材の活用

ICTを利用し、時間や場所を
有効に活用できる柔軟な働き方

コスト削減

持続可能な成長
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・ テレワークを導入している企業は13.9％、導入予定も含めると18.2％
・ 導入済みの企業でも、利用者数が従業員の5％未満の企業が51.4％

テレワークを導入している企業の割合
導入企業のうち、

テレワークを利用している従業員の割合

テレワークの普及状況

（従業員数100人以上の企業）

平成32年（2020年）には、
〇 テレワーク導入企業を平成 24 年度（11.5%）比で３倍

※総務省 平成24年通信利用動向調査

〇 テレワーク制度等に基づく雇用型テレワーカーの割合を平成
28年度（7.7% ）比で倍増

※国土交通省 平成28年度テレワーク人口実態調査

⇒ 柔軟な働き方の浸透には、
・テレワーク導入企業の拡大
・導入済み企業での利用率拡大 が必要

＜政府目標（KPI）＞

（出典）総務省「平成29年通信利用動向調査」（H30.5.25公表）

５％未満 ５％～
10％未満

10％～
30％未満

30％～
50％未満

80％以上

導入している企業の業種別内訳
情報通信業 31.1%

金融・保険業 29.8%
サービス業・その他 13.8%

建設業 12.1%
不動産業 9.5%

運輸業・郵便業 7.6%

世界最先端IT 国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画（平成29 年５月30 日閣議決定）導入している企業の地域別割合
南関東 20.8%
北陸 20.4％
四国 11.7％
東北 6.8％
北海道 6.2％
北関東 2.1％

導入している企業の
従業者規模別の差異
300人以上の企業 23.0%
300人未満の企業 10.2%

導入している
又は具体的に
導入予定がある
18.2％

導入している企業の内訳（複数回答）

在宅勤務 29.9％
サテライトオフィス 12.1％
モバイルワーク 56.4％

51.4％

50％～
80％未満

0.6



10テレワーク導入の現状：大手で進み、中小で遅れ

○ 毎日新聞（2018.1.4 毎日新聞朝刊２面）

・ 主要企業121社を対象に実施したアンケート
・ テレワークの制度が「ある」と答えた企業は60％
・「今後設ける予定」と合わせると81％
・2016～2017年度の導入が最多

（出典）2018年１月４日 毎日新聞２面

○ 東京商工会議所
（2017.12.12 東京2020大会における

交通輸送円滑化に関するアンケート結果）

・ テレワークを「既に導入している」との回答は5.0％
・「2020年までに導入予定（1.5％）」「導入を検討してみた
い（9.9％）」をあわせると、16.4％が前向きな姿勢

（出典）東京商工会議所 東京2020大会における交通
輸送円滑化に関するアンケート結果＜概要版＞
※2017年12月12日公表



11テレワーク導入の主な課題

 「対面でないと」、「セキュリティが不安」、「適した仕事がない」、「労務管理が困難」など。
 一方で、先進事例の参照等で解決可能な課題も多く、「意識改革」が重要。

技術・文化面での課題 労務・人事面での課題

情報セキュリティが心配

テ
レ
ワ
ー
ク
を
導
入
し
な
い
理
由
の
例

社内コミュニケーションに不安

顧客等外部対応に支障

 社会全体での文化や価値観の転換が重要

 企業風土改革、コミュニケーションツール
（社内SNS等）の活用等が必要

 先進企業の運用ポリシー参照が有効

テレワークに適した仕事がない

適切な労務管理が困難

人事評価が難しく対象者限定

 先進企業の人材活用事例の参照が有効

 先進企業の労務管理手法の参照が有効

 試行導入でまず体験してみることが有効、本格
導入には業務改革(BPR)が不可欠



12
テレワークを導入しない理由
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テレワークに適した仕事がないから

情報漏えいが心配だから

業務の進行が難しいから

導入するメリットがよくわからないから

社内のコミュニケーションに支障があるから

社員の評価が難しいから

人事制度導入に手間がかかるから

文書の電子化が進んでいないから

顧客等外部対応に支障があるから

費用がかかりすぎるから

給与計算が難しいから

労働組合や社員から要望がないから

周囲の社員にしわ寄せがあるから

その他

平成29年（n=1,948）

平成28年（n=1,674）

「テレワークに適した仕事がない」
が圧倒的多数

（注）テレワーク未実施で導入予定もない企業に
占める割合（複数回答）

平成29年通信利用動向調査
（平成30年5月25日公表）



13

テレワーク関係４省

内閣官房長官指示により、テレワークに関する府省連携を強化するため、
２８年７月から関係府省連絡会議を開催し、テレワーク推進に向けた各府
省の取組の共有や連携施策の検討・推進を実施。

総務省
（とりまとめの主務官庁）

ＩＣＴ活用による
社会変革実現

厚生労働省
多様な働き方の実現

経済産業省
企業価値向上

国土交通省
都市部への過度の集中

解消と地域活性化

構成員

政務 総務省 総務副大臣（議長）
厚生労働省 厚生労働副大臣
経済産業省 経済産業副大臣
国土交通省 国土交通副大臣

事務 内閣官房 内閣審議官
（IT総合戦略室 室長代理）

内閣府 官房審議官
（男女共同参画局担当）

総務省 官房総括審議官
（情報通信担当）

厚生労働省 雇用環境・均等局長
経済産業省 官房審議官

（商務情報政策局担当）
国土交通省 官房審議官（都市担当）

内閣官房・内閣府
関係4省と連携し、女性活躍、ワークライフバランスの実現、

国家公務員のテレワーク導入等を推進
※ これまで７回開催（うち１回はウェブ会議方式）。

政府のテレワーク推進体制
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総務省における平成31年（令和元年）度テレワーク推進施策

テレワーク普及展開推進事業

○ 全国11カ所程度（各地域ブロック）で、テレワーク導入を検討
する企業等向けセミナー等を開催。

○ 東京、名古屋、大阪においては、多くの企業の参加を見込める
既存の民間展示イベントも活用して周知の機会を増やす。

セミナーの開催・展示会への出展 先進企業・団体の事例収集・表彰（テレワーク先駆者百選）

テレワーク・デイズ2019

○ テレワーク導入を検討する企業等に、専門家を個別派遣し、テレ
ワークシステム、情報セキュリティ等、主にICT面でテレワークの導入
に関するアドバイスを実施（厚生労働省の労務管理コンサルタント
派遣事業と連携）

テレワーク専門家の派遣（テレワークマネージャー派遣事業）

○ 2020年東京大会１年前の本番テストと
して7月22日(月)～9月6日(金)の期間を
「テレワーク・デイズ2019」として実施。web
サイトの構築や事務局運営、広報活動、イ
ベントの開催、効果検証等の取組を行う。

○ テレワークを先進的に実施している企業・団
体を「テレワーク先駆者」「テレワーク先駆者百
選」として公表。特に優れた取組には総務大
臣賞を授与し、厚生労働大臣賞（輝くテレ
ワーク賞）と合同で表彰式を実施。

〇「地域IoT実装推進ロードマップ」における「分野別モデル」の普及展開を推進するため、分野別モデルの横展開に取り組む地域に対し、初期投資・
連携体制の構築等にかかる経費を補助。（補助率：1/2 最大補助額：2,000万円）

〇平成31年(令和元年)度から、新たに「働き方（テレワーク）」を対象に追加。
（参考）平成28～30年度までは「ふるさとテレワーク推進事業」として実施。

地域IoT実装推進事業（要件Ｂ:テレワーク）
テレワーク環境整備（サテライトオフィス整備等）
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テレワークマネージャー派遣事業

・企業等に、専門家を個別派遣
・テレワークシステム、情報セキュリティ等、主にICT
面でテレワークの導入に関するアドバイスを実施

・厚生労働省の労務管理コンサルタント派遣事業と
連携

・今年度(令和元年度)は７月より募集開始予定

総
務
省専門家

企
業
・
自
治
体
等

申請

派遣

事
務
局
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テレワーク先駆者百選 施策概要

• テレワークの導入・活用を進めている企業・団体を「テレワーク先駆者」として、
さらに十分な利用実績等が認められる場合に「テレワーク先駆者百選」として選定・公表。

• 「テレワーク先駆者百選」のうち、特に優れた取組には総務大臣賞を授与し、厚労大臣賞（輝くテレ
ワーク賞）と合同の表彰式を実施。

＜平成30年度総務大臣賞＞
向洋電機土木(株)、日本ユニシス(株)、フジ住宅(株)、三井住友海上火災保険(株)、(株)WORK SMILE LABO
＜参考：過去の総務大臣賞＞
平成29年度：(株)NTTドコモ、 (株)沖ワークウェル、 大同生命保険(株)、日本マイクロソフト (株)、 ネットワンシステムズ(株)
平成28年度：サイボウズ(株)、(株)ブイキューブ、明治安田生命保険相互会社、ヤフー(株)

総務
大臣賞

テレワーク
先駆者百選

テレワーク先駆者

特に優れた取組である

十分な利用実績がある

テレワークによる勤務制度が整っている企業等

経営面での成果、ICTの利活用、地方創生の取組 等 を総合的に判断

対象従業員が正社員の25％以上（小規模事業者※ は50％以上）、
対象従業員の50%以上又は100人以上が実施、
実施者全体の平均実施日数が月平均4日以上

テレワークが就業規則の本則もしくは個別の規程に定められ、実際に行っている

百選以上にロゴを付与

過去の「テレワーク先駆者百選」選定企業・団体数：平成27年度 36団体 / 平成28年度 42団体 / 平成29年度 41団体/ 平成30年度 36団体
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総務大臣賞の事例（中小企業のワークスタイル変革例）

○株式会社 WORK SMILE LABO
※

（岡山市）
（※平成30年9月13日「(株)石井事務機センター」から社名変更）

・明治44年（1911）年創業
・事務用品・オフィス家具・OA機器の販売が主な事業
・社員数32名（新卒入社５名）

〔テレワーク導入・活用の推進（2016年度～）〕
● パソコンを全社員に支給するとともに、社外でも仕事ができるシステムを構築。
● 直行直帰や在宅勤務を全社員対象に実施。スマホで出退勤を管理可能に。
● テレワーク活用の多寡を評価に連動。時間当たり生産性を賞与に反映。

☆ 2016-2017の１年間で、残業時間40％減の一方、売上げ５％増、
粗利14％増、生産性８％増。

☆ 2019年度卒業予定の大学生 岡山県内の就職希望先ランキング：９位
（上位は中国銀行、天満屋、山陽新聞社など）

☆ 求人票に「在宅勤務可」と一文入れるだけで応募者数が1.8倍に！
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テレワークを導入した中小企業の経営への効果

 株式会社NICS
（岡山、社員75名、情報通信業）

・テレワークを導入することにより、東京などの大企
業とも直接取引ができるようになり、業績が改善

・子育てや夫の転勤があってもテレワークで仕事を
継続できるため、11年間で女性社員が一人も退
職していない

 株式会社岡部
（富山、社員85名、建設業）

・テレワークをはじめ、働き方改革に資する制度を
積極的に導入したことが若手社員の採用増につ
ながり、現在20代以下の社員が全社員の3割を
占め会社が活性化

・育児期間中の女性社員が一週間のうち、2日を
在宅、3日が職場勤務とするといった柔軟な働き
方が可能になっている

 株式会社シティネット
（高知、社員10名、情報通信業）

・取締役が家族の治療のため県外でテレワークを
したことをきっかけに導入、これを機に社長の意識
が変わり有給消化率100%、残業ゼロを推進す
るようになりWLBの実現が社是に

・労務・総務を一手に担う女性社員が切迫早産
となり、医師から自宅安静を指示されたため、業
務が滞る危機に陥ったがテレワークの活用により危
機を回避

 株式会社キャド・キャム
（山形、社員106名、建築・設計業）

・勤務時間や形態を含め「自分の仕事は自分で
管理」する形にすることにより、有能な人材が人生
のステージに合った働き方を選んでいることで若手
社員がスキルアップの意欲を高め、会社全体の力
も向上

・家族の介護や通院の付き添いが必要な女性社
員がテレワークを活用することによって仕事を継続
することができている

テレワークを導入した中小企業の多くで、人材
の確保や働き方改革の実現に役立っている



19教育分野でのテレワーク活用事例（愛媛県西条市）

【テレワーク導入の背景（課題）】
 2004年の市町合併により、学校文化の統一化と教職員の多忙化の解消が急務となる。
 校務支援システムにより、校務の電子化・省力化が実現したが、利用場所・時間に制約が課されてしまい、

結果として利便性が大きく低下した。 →利便性の向上、ワークライフバランスの確立が課題に
【テレワーク導入の概要】
 2016年４月から、小・中学校職員を対象にテレワーク導入開始。
 個人所有PCを用い、時間や場所を選ばない、安全な持ち帰り校務が実現。※持ち帰り仕事を推奨するものではない。
 2019年２月現在で59.2％が利用。
 育児や介護との両立のために「なくてはならないもの」として利用している先生が多い。
 テレワーク導入後、子どもたちの学力向上、校務の省力化、教職員の満足度向上等の成果があった。

教職員の満足度の向上子どもたちの学力向上＆校務の省力化 ★テレワークシステムの満足度82％
★西条市の教育の情報化施策

満足度93％
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「働き方改革のためのテレワーク導入モデル」 の策定

 総務省では、「業種」と「企業規模(従業員数)」の2軸と課題から、企業類型に分類し、企業類型ご
とにテレワーク導入の各ステージで直面する課題とその対策を事例を交えて紹介する、「働き方改革
のためのテレワーク導入モデル」を策定。

掲載URL: http://www.soumu.go.jp/main_content/000558431.pdf

自身の企業が全７類型のうちどの
類型に当てはまるかを確認の上、

テレワーク導入の過程で直面する
課題と対策を参照することが可能
です！

http://www.soumu.go.jp/main_content/000558431.pdf
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働き方改革のためのテレワーク導入モデル事例①

経営層に対するテレワーク(特に在宅勤務)のメリットの訴求課題 A

出典：日本航空株式会社より提供
2
1

日本航空株式会社は、数値データで見える化し、経営者や従業員にテレワークの効果を提示しています。

解決事例
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働き方改革のためのテレワーク導入モデル事例②

課題 C テレワーク関連ツールの導入コストの捻出

解決事例
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テレワーク・デイズ 概要

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会では、国内外から観光客等
が集まり、交通混雑が予想される。テレワークは混雑回避の切り札。
※ ロンドン大会では、企業の約8割がテレワークや休暇取得などの対応を行い、市内の混雑を解消

2017年、東京オリンピック開会式が行われる7月24日を「テレワーク・デイ」
と設定。2020年までの毎年、企業等による全国一斉のテレワークを実施。
① 大会期間中のテレワーク活用により、交通混雑を緩和

【2020年大会時見通し】 鉄道：観客利用と道路からの転換により、利用者が約1割増加
【TDMの目標】 鉄道：現在と同程度のサービスレベルを目指す

② 企業等がテレワークに取り組む機会を創出
全国的に「テレワーク」という働き方が定着
東京2020大会をきっかけに、日本社会に働き方改革の定着を！＜Legacy＞

＜期待効果＞

＜テレワーク・デイ＞

＜背景＞

北海道から沖縄まで、情報
通信のほか、製造、保険など
幅広い業種の企業、自治体
等が参加。

約950団体、6.3万人

第1回 7/24

第2回 7/24＋1日以上
（23日～27日の間）

【参加数】 1682団体、30.2万人

[主 催] 総務省、厚生労働省、経済産業省、
国土交通省、 内閣官房、内閣府

[共 催] 東京都、一般社団法人日本経済団体連合会、
日本商工会議所、東京商工会議所、
一般社団法人日本テレワーク協会

TDM・・・Transportation Demand Management

テレワーク・デイズ2019
●7/22～9/6の間で5日以上実施を呼びかけ
●3000団体、60万人以上の参加を目標
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「テレワーク・デイズ2019」の実施について

■テレワークを活用した働き方改革の全国展開及び東京2020大会の交通混雑緩和にも寄与する

よう一斉にテレワーク実施を行う国民運動。

■2020年東京大会前の本番テストとして、2019年7月22日（月）から9月6日（金）の約１ヶ月間を

「テレワーク・デイズ2019」 実施期間と設定。7月24日をコア日とする。
※都内企業は、大会開催日程2019年7月22日（月）～8月2日（金）、8月19日（月）～8月30日（金）を集中的実施。

■2020TDM推進プロジェクト（交通需要マネジメント）、東京都のスムーズビズとも連携して実施。
※具体的連携策：実施期間を同一化、都内企業への共同呼びかけ、プレイベントの共同実施等
■期間中はトライアルとしての実施も可能であることを広く呼びかけ、これを機にテレワークを実施する

企業が増えることを期待。

 全国で3000団体、延べ60万人の参加を目標 ※2018年：1682団体、延べ30万人 2017年：950団体、6.3万人

テレワークに係る実施ノウハウ、ワークスペース、ソフトウェア等を提供する団体
（郊外サテライトオフィス等のワークスペースや、これまでのふるさとテレワークで整備された地域のサテライトオ

フィス等も応援団体となる予定）。

①5日間以上実施、②7月24日（水）に100名以上実施、③効果測定 に協力可能な団体

※東京都内等の企業については、上記に加え、下記のいずれかの実施を推奨
①２週間以上の実施（7月22日（月）～8月2日（金）の平日10日間での集中実施）
②企業の都内社員数の１割実施 （7月22日（月）～8月2日（金）の平日10日間において、1日1割程度の実施）
③2020アクションプラン作成（2020TDM推進プロジェクトとの連携） https://2020tdm.tokyo/action

参加人数等を問わずテレワークを実施又はトライアルを行う団体

（※初参加の場合等、１日だけ、少人数の参加でも可）

実施団体

特別協力団体

応援団体



25

2019年カレンダー

※2020年から体育の日はスポーツの日に名称変更

2020年カレンダー
日 月 火 水 木 金 土

7/14 15
海の日

16 17 18 19 20

21 22 23 24 25 26 27

28 29 30 31 8/1 2 3

4 5 6 7 8 9 10

11 12
山の日

13 14 15 16 17

18 19 20 21 22 23 24

25 26 27 28 29 30 31

9/1 2 3 4 5 6 7

“テレワーク・デイズ2019”
計5日間以上の実施を呼びかけ

※都内企業は、2019年7月22日（月）～8月2日
（金）、8月19日（月）～8月30日（金）に

集中実施

「テレワーク・デイズ2019」の実施期間

“東京2020パラリンピック競技大会”
2020年８月25日（火）～９月６日（日）

“第32回オリンピック競技大会”
2020年７月24日（金）～８月９日（日）
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「テレワーク・デイズ2019」参加登録方法

■こちら↓のサイトから参加登録をよろしくお願いいたします！

（テレワーク・デイズ2019公式ＨＰ）

https://teleworkdays.jp/

https://www.iqform.jp/
teleworkdays/pc/enque
te/support/

テレワークに係る実施ノウハウ、
ワークスペース、ソフトウェア等を
提供する団体

https://www.iqform.jp/
teleworkdays/pc/enque
te/special/

①5日間以上実施、②7月24日
（水）に100名以上実施、③効果測
定 に協力可能な団体

https://www.iqform.jp/
teleworkdays/pc/enque
te/trial/

参加人数等を問わずテレワークを
実施又はトライアルを行う団体
（※初参加の場合等、１日だけ、少人数
の参加でも可）

実施団体 特別協力団体 応援団体
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テレワーク・デイズ2018の効果① 交通混雑の緩和

○ テレワーク・デイズ2018期間中、23区への通勤者が延べ約41万人減少。
*携帯電話利用者の位置情報等のモバイルビッグデータ分析により、テレワーク・デイズ期間外及び期間中における
東京23区内に勤務地がある通勤者数を比較。

○ 500ｍメッシュエリアでの通勤者減少量トップ3のエリアは、
1位 丸の内 9,237人（－10.5％） 2位 豊洲 7,958人（－14.5％）
3位 品川 6,442人（－7.8％）

○ 集中的なテレワークの実施により、交通混雑の緩和に寄与
○ 首都圏を中心に、全国の企業・団体で実施

■通勤者が減少した500ｍメッシュエリア トップ10

出典:KDDI×コロプラ「Location Trends」
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単位:人

2020年東京大会競技会場周辺エリアの状況

エリア名 期間外 期間中 通勤者数減 減少率

ベイゾーン会場周辺 241,156 236,810 -4,347 -1.8%

新国立周辺 140,628 144,701 4,073 2.9%

皇居外苑周辺 833,159 813,005 -20,154 -2.4%

武道館周辺 533,463 525,328 -8,135 -1.5%

重点エリア
○ テレワークデイズ2018時の調査では、新国立競技場周辺、

ベイゾーン会場周辺など、2020年大会競技会場に近接
するエリアでは、観光地等でもあり増加傾向にあり、全体
減少率は小さかった

○ 2020年に向けて、重点16エリアでの集中的なテレワー
クの実施を呼びかけ。

千代田区
(皇居外苑周辺・武道館周辺)

文京区
(武道館周辺)

江東区
(ベイゾーン会場周辺)

中央区
(皇居外苑周辺)

渋谷区
(新国立周辺)

■競技会場周辺エリア代表区別通勤者減少量ヒートマップ(500mメッシュ)

特に減少量の多いメッシュ
・東京駅

特に減少量の多いメッシュ
・東京ドーム
・本駒込２、6丁目

特に減少量の多いメッシュ
・新宿駅(南口)
・恵比寿駅

特に減少量の多いメッシュ
・豊洲駅

減少量：多

減少量：少

減少量：多

減少量：少

減少量：多

減少量：少

減少量：多

減少量：少
減少量：多

減少量：少

出典：KDDI×コロプラ「LocationTrends」

ベイゾーン会場周辺
(晴海・有明・台場・豊洲)

皇居外苑周辺
(大手町・

丸の内・有楽町)

武道館周辺
(九段下・飯田橋)

新国立周辺
(表参道)

© OpenStreetMap contributors

■エリアの詳細特に減少量の多いメッシュ
・銀座駅
・東銀座駅
・築地駅
・日本橋(八重洲、人形町方面)

・通勤者：自宅から500m以上離れた勤務地(東京23区内)に訪れた20歳から64歳
・期間外：テレワーク・デイズ期間外(2018/7/9～13)の延べ通勤者数
・期間中：テレワーク・デイズ期間中(2018/7/23~27)の延べ通勤者数
・通勤者数減：期間外から期間中への通勤者減少量
・減少率：期間外から期間中への通勤者減少率
※人数は1日単位で集計

競技会場周辺エリア

減少量：多

減少量：少
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テレワーク・デイズ2018の効果②業務効率化・コスト削減

【事務用紙等の使用量の変化】

13.9%
減少

注 事務用紙等の使用量（枚数ベース）を回答した13社の加重平均。
削減率のみの回答を含む19社の単純平均は11.3%減。

25.1%
減少

【会議室・会議スペースの使用状況の変化】

注 回答社数は27社

【旅費・交通費等の変化】

18.3%
減少

注 旅費・交通費の総額を回答した12社の加重平均。旅費・交通費の
削減率のみの回答を含む20社の単純平均は4.8%減。

【残業時間の変化】

○ オフィス事務及び残業時間など、すべての指標で大幅な削減効果がみられた
○ 事務用紙等は約14%減少、残業時間約45%減少と業務効率化に貢献

45.3%
減少

注 残業時間の削減率を回答した30社の単純平均。
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テレワーク・デイズ2018の効果③消費電力の削減

【消費電力量の削減効果に関するコメント】
 社内勤務者の人数が減ったことで、オフィス内がとても涼しく快適だったという声が聞かれ、体感的には変化があった。業務

環境の改善により、生産性も上がるように感じた。
 OAの消費電力は大幅に削減、照明関連の消費電力も減少した。

（%）

（社）

最大 13%
平均 ４%※ 削減
※電力消費量の削減率の報告があった17社の単純平均。
電力消費量の回答社（15社）の電力消費量に応じた加重平均は0.3％

東京電力管内の
最大電気使用量の比較
（7月24日）

1.15倍

（万kW）

【出所】㈱東京電力パワーグリッド

東京地方の気象状況
（7月24日）

2017年

2018年

35.3/26.3

33/27

昨年比＋２℃の猛暑日

○ 猛暑の影響があったものの、回答があった17団体のうち12団体で消費電力量が実施前
より減少した。

○ 最も削減率の大きな団体は13%、平均で４%。
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感じた効果・メリット（特別協力団体アンケートより）

「その他」「特記事項」として寄せられた主な回答
 テレワークという新たな就労スタイルを全社で共有し、体験することができた。
 就労者自身の「働き方」の見直しにつながった。「自分らしい働き方」を知るきっかけづくりとなった。
 自社社員に「働き方改革に本気で取り組む企業」との認識を与え、モチベーション向上につながった。
 社員のITリテラシーの向上につながった。
 上司のマネジメント力の向上につながった。
 猛暑時の熱中症対策として効果があった。通勤に伴う体調管理に効果があった。
 災害時等のBCP（事業継続計画）対策のシミュレーションとして役立った。
 テレワークを含めた多様な働き方に関する課題を抽出することができた。

注 複数回答。n=101

（社）

○ 多くの企業・団体が、「移動時間の短縮」「生産性の向上」「生活環境の改善」に効果を
感じた。

○ 「身障者、高齢者、育児者、介護離職者等への対応」に効果があったとの回答も多い。
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感じた効果・メリット（特別協力団体アンケートより）

○ 通勤時間・移動時間の削減による肉体的・精神的な負担軽減（猛暑対策としても有効）
チーム力の向上、育児・介護との両立、BCP対策における有用性などが挙がった。

 猛暑の中で通勤をせずに済んだ。体力を消耗することなく業務に集中できた。
 移動時間の削減、通勤ラッシュの時間回避により、身体的精神的負担が軽減した。
 在宅勤務は通勤負荷の軽減や働きやすい環境（室温、服装など）を作ることができ、集中力があがった。
 至近のサテライトオフィスで実務を行うことで、移動時間が削減できた（通勤や移動時間の疲労軽減）。
 移動中にメール等の処理が可能で、帰社後の事務処理を減らすことができるため、残業時間が削減できる。
 通勤時間を学習に充てられることによる生産性の向上。

通勤・移動等による肉体的・
精神的疲労の軽減

 派遣会社の協力を得ながら派遣社員・業務委託社員の在宅勤務を認め、雇用形態間の格差解消にチャレンジし
たことで、部門内のチームワーク醸成につながった。

 計画に沿って、効率的に仕事を進めることができた（タイムマネジメントの向上）
 （テレワークの前提となる）事前の業務計画作成はタイムマネジメントの意識につながる。
 テレワークをきっかけとして、チーム内での情報共有が活発になった。
 成果物については共有フォルダに格納し、始業・終業時のメールは在宅勤務者のみならず通常勤務者も含めたチー

ム全体で共有することで、「仕事の見える化」を図った。

 通常勤務では短時間勤務しか実施できない育児、介護中の社員がフルタイム勤務することができた。
 自然災害等の発生直後から安全が確保されるまでの間、急遽在宅勤務に切り替えて業務対応したケースが多くみられ

た。災害時における社員の安全確保やBCPの観点でのテレワークの有用性を改めて認識した。
 メンバーの働き方についての視点が変わり、業務のやり方の見直しのきっかけとなった。

組織管理スキルの向上
時間管理能力・自律性の向上

BCP対策等を含む就労形態の
多様化に伴う労働力確保
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今後の課題（特別協力団体アンケートより）

適切な労務管理の実施

適切な情報セキュリティの確保

テレワーク環境の
整備・充実 意識改革、

コミュニケーションの不安、
業務プロセスの見直し

家族の理解促進
サテライトオフィス等の活用

不公平感の払拭、
テレワーク対象者・
対象業務の拡大

○ テレワークでふだんの業務内容を遂行するためのICT関連設備・システム等の充実に加え、
適切な労務管理や情報セキュリティ管理、自宅等でのテレワークが難しい社員へのサテライ
トオフィスの利用促進などの課題が指摘された。

 VPN接続や通信ソフト、通信環境などふだん
通りの業務を遂行するためのインフラ面の整備。

 大型ディスプレイやキーボード等の環境が自宅
にないと作業効率が落ちる。

 社員の自律が大前提であり、労働時間や業務
内容の確認・管理をどこまで行うかが難しい。

 仕事とプライベートの線引きが難しい。時間管理
が曖昧になる。業務管理の徹底化、自律した
人でなくてはテレワークは難しい。

 災害時等における従業員の安否確認が難しい。

 機密情報を自宅で印刷した際の漏洩や紛失リ
スク、Wi-Fiによる漏洩などのルールを設定する
必要がある。

 社内ルールでセキュリティレベルが高い業務の担
当者はテレワーク業務ができないため、セキュリ
ティを担保した形でテレワーク業務を実施できる
仕組みの構築が必要。

 組織長や管理職の理解に差があり、テレワーク制度
を利用しづらいケースがある。テレワーク業務を利用し
やすい風土醸成が必要。

 テレワーク実施社員とのコミュニケーション量が減少し
たり、周囲の業務状況の把握が難しい。

 業務上必要な情報の電子化と情報共有、業務プロ
セスの見直し。

 家族がいる中での業務継続の難しさ。
 テレワーク・デイズの期間が子どもの夏休み期間と重

なるため、自宅で集中して仕事をすることができなかっ
たケースが散見された。今後はサテライトオフィスの活
用などの方策が必要となると確認できた。

 在宅勤務等のテレワークに適さない社員がいるため、
サテライトオフィスなどの一層の活用が必要。

 「テレワークできる人＝優遇されている人」とのマイン
ドが根強いため、多様な働き方が今後は必要である
旨の周知を継続する必要がある。

 電話対応などでテレワークを実施していなかったメン
バーに負荷がかかった。業務上実施できない部署と
の間に差が生じるため、業務フローの改善が必要。
業務上テレワーク利用が困難な社員への配慮。
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7月19日
バーチャル経営会議

 国内外の出張先や自宅から社長以下、
全経営陣が会議に参加。ディスカッショ
ンやワークショップを実施

 重要な会議でもバーチャルでできること
を経営陣が社員に示し、社員の心に
火をつける

 その様子を広報部門が社内SNSで
社員に発信

昨年の特別協力団体の事例① ＭＳＤ株式会社
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7月を通じて、全国の社員が、
各自のテレワーク事例を自主的に社内SNSに投稿

7/23 埼玉県の工場での
“カジュアル・デイ”

Web会議システムを使うことで、工場棟で工場着のまま会議に参加
会議のたびに更衣と移動で30分かかっていた時間を有効活用

テレワークをしにくい工場でも、自分たちらしい働き方改革を実行！

昨年の特別協力団体の事例① ＭＳＤ株式会社
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社員がより成長・活躍できるテレワークの活用ビジョン
～活用シーンをイメージ化しましたので、是非ご覧ください～

働く人の多様化デジタル化の進展 グローバル化の進展

もっと
お客様との
時間を
とりたい

出張が多い メン
バーを つかまえ
られない…

帰宅しても
すぐには休めず体が
辛い

深夜・
早朝出勤
は辛い

待機時間は無
駄 !

時間が
とれず
運動不足

自己啓発
の時間が
とれない

会社に
行くだけで ヘトヘト

会社に
行くことが目的に
…

やるべき
仕事があるのに焦
る

通勤だけで疲
れてしまう

全員のスケジュールを合
わせると打合せは先延
ばし常駐先から

会議に参加でき
ない

事務作業の た
めだけに帰社
!?

移動時間が
もったいない

BEFORE

お客様への
訪問回数を増やせる

1. スピードアップテレワーク

A社訪問後に作業で帰社
B社訪問は明日以降…

A 社訪問後はサテライトオフィスに立ち寄り 事務作業をこなしてか
ら B 社へ訪問

情報共有や意思決定が 速くなる

2. 効率化テレワーク

意思決定者が不在で
プロジェクトが進まない…

遠地出張先や常駐先からでも
重要な会議に参加してもらえる

グローバル連携が しやすく
なる

3. グローバル対応テレワーク

時差があるので
夜中まで会社で待機…

自宅に帰ってから国際電話会議
終わったらすぐにオフモード

効率的に働き
自己投資の時間をつくる

4. ワークライフバランステレワーク

朝から夜まで会社
自分の時間はとれない…

通勤時間を削減して
浮いた時間を有効活用

無理なく
安心安全に働ける

5.BCP 対応テレワーク

大雪で交通麻痺…
でも会社にいかないと…

ペースを乱さず
自宅で仕事

AFTER

Copyright 2018 FUJITSU LIMITED
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昨年の2018特別協力団体の事例② 富士通株式会社



ご清聴ありがとうございました。

「テレワーク・デイズ2019」への積極的な

ご参加よろしくお願いいたします！

総務省ブースでテレワーク・デイズ実施概要書、
各種支援策、事例集等を配布していますので、
是非お立ち寄りください！

「テレワーク・デイズ2019」のホームページでも公開しています。
https://teleworkdays.jp/

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwiRyoCYjufRAhWKurwKHa0WDv4QjRwIBw&url=http://sozai.kingyomon.com/category/business/&psig=AFQjCNGXh8bNMWqYTqy-B83E3NuFZ2VauQ&ust=1485770769009732
http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwiRyoCYjufRAhWKurwKHa0WDv4QjRwIBw&url=http://sozai.kingyomon.com/category/business/&psig=AFQjCNGXh8bNMWqYTqy-B83E3NuFZ2VauQ&ust=1485770769009732
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